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生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業実施規程 

 

制定 令和５年１月 26 日 ４食流機構第 276 号 

一部改訂 令和５年３月 ７日 ４食流機構第 303 号 

一部改訂 令和５年４月 10 日 ５食流機構第 ６ 号 

 

第１ 趣旨 

我が国経済の再生と社会情勢や需要の変化を見据え、食品流通の合理化を

進めるため、卸売市場や食品流通団体等が取り組む生鮮食料品等の安定供給

機能を確保するサプライチェーンの改善・強化を支援するものとする。この

ため、生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業補助金交付等要綱（令

和４年 12 月２日付け４新食第 1873 号農林水産事務次官依命通知。以下「要

綱」という。）及び生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業実施要領

（令和４年 12 月２日付け４新食第 1871 号大臣官房総括審議官（新事業・食

品産業）通知。以下「実施要領」という。）に基づき、国の助成を受け、公益

財団法人食品等流通合理化促進機構（以下「食流機構」という。）が補助事業

者となって第３第１項に掲げる間接補助事業者に補助金を交付する場合の手

続きについて、所要の規定を定め円滑な事業の実施を図るためにこの実施規

程を定めるものとする。 

 

第２ 対象事業 

１ この実施規程が対象とする生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策

事業（以下「本事業」という。）の内容、補助経費の範囲、補助率等につい

ては、別表のとおりとする。 

  なお、別表（１）と（２）の事業は同時に申請できない。また、（１）の

事業はリースを使えないものとする。 

２ 本事業においてリース契約を行う場合は以下の事項を遵守するものとする。 

（１）間接補助事業者又は間接補助事業者の構成員（以下「間接補助事業者

等」という。）は第７第４項の交付決定の通知を受けたときは、速やかに

本事業に係る設備・機器等の導入に関するリース契約（設備・機器等を

賃借する間接補助事業者等と当該間接補助事業者等が導入する対象設

備・機器等の賃貸を行う事業者（以下「リース事業者」という。）の２者

間で締結するリース物件の賃貸借に関する契約をいう。以下同じ。）を締

結すること。 

（２）リース料に対する補助金の額は、次の算式により計算した額のうち、

千円未満を切り捨てた額を物件ごとに算出し、合計して得ることとする。
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なお、算式中、リース物件価格は消費税を除く額とし、リース期間は利

用者が設備・機器等を借り受ける日から当該リースの終了予定日までの

日数を 365 で除した数値の小数第３位の数字を四捨五入して小数第２位

で表した数値とする。 

リース料に対する補助金額＝ 

リース物件価格×（リース期間÷法定耐用年数）×１/２以内 

（３）間接補助事業者は、リース期間中におけるリース料の支払に関する帳

票を整備し、納入状況等が明らかになるよう適正に管理するとともに、

当該帳票及び本事業に係る関係証拠書類をリース期間終了年度の翌年度

から５年間保管すること。 

（４）間接補助事業者は、リース内容や対象設備・機器等の決定根拠等に係

る事項を交付申請書の提出に併せてすることとする。 

（５）リース契約の条件 

本事業の対象とするリース契約は、次のアからキまでに掲げる要件を

全て満たすこと。 

ア リース事業者及びリース料が（６）により決定されたものであること。 

イ 国から直接又は間接に他の補助金等の交付を受けていない、又は受

ける予定がないものであること。 

ウ 貸付期間は、貸付対象機器等の法定耐用年数以内であること。 

エ 割賦契約ではないこと。 

オ 残価付きリース又は所有権移転（購入選択権）付リースでないこと。 

カ リース料支払に係る国からの補助金相当額については、初回リース

料支払時又は補助金受領後最初のリース料支払時に、全額を一括して

支払うこと。 

キ 毎期のリース料支払額は、リース料総額から補助金による支払額を

差し引いた額をリース期間中の支払回数で除した額とすること。 

（６）リース事業者及びリース料の決定等 

間接補助事業者等は、次のいずれかによりリース事業者及びリース料

を決定するものとする。 

ア 本事業においてリース事業者と売買契約を締結する設備・機器等を

納入する事業者を決定する場合は、本事業について採択通知を受けた

後に、原則として複数見積り又は入札により機械等納入事業者を選定

した上で、リース料を決定するものとする。なお、契約締結は交付決

定後に行うこととする。 

イ 本事業によりリース契約を締結するリース事業者を選定する場合は、

本事業について採択通知を受けた後に、原則として複数見積り又は入
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札によりリース事業者を選定した上で、リース料を決定するものとす

る。なお、契約締結は交付決定後に行うこととする。 

（７）補助金の請求に係る書類 

間接補助事業者は、（６）の複数見積り又は入札の結果及びリース契約

に基づき設備・機器等を導入する場合は、食流機構に別記様式第４号に

よる実施結果報告を行う際に、借受証の写し及びリース物件の購入価格

を証明する書類等を添付するものとする。 

３ 本事業においては、対象の機器等を中古で購入又はリースにより導入す

ることは原則不可とする。ただし、新品を導入する場合は第５の実施期間

内に事業の完了ができないが、中古を導入する場合は実施期間内に事業を

完了させることが可能な場合に限り、それを証明する書類を提出すること

で中古の導入を可能とする。なお、対象とする機器等は、導入の時点で法

定耐用年数を１/２以上経過していないものに限る。 

 

第３ 事業実施者 

１ 本事業を実施する間接補助事業者は、次に掲げる者から公募により選定

する。 

（１）中央卸売市場若しくは地方卸売市場（以下「卸売市場」という。）の

関係事業者で構成する団体 

（２）食品卸団体 

（３）食品小売団体 

（４）食品流通業者と企業組合、事業協同組合、協同組合連合会、卸売市場

の開設者、運送事業者、貨物利用運送事業者等とにより構成する協議会 

２ 間接補助事業者は、次に掲げる要件の全てを満たしていることとする。 

（１）生鮮食料品等の流通又は業務の電子化を推進する意思及び具体的な計

画を有していること。 

（２）適切な管理体制及び処理能力を有する団体で、代表者の定めがあるこ

と。定めのない団体にあっては、これに準ずるものがあること。 

（３）規約、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約があること。こ

れらの定めのない団体にあっては、これらに準ずるものがあること。 

（４）食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（平成３年法律

第 59 号）第５条第１項に基づく食品等流通合理化計画の認定を受けてい

る又は認定を受ける見込みがあること（間接補助事業者が構成員となる

団体が認定を受けている場合を含む。）。 

（５）補助事業により得られた成果について、その利用を制限せず、公益の

利用に供することを認めること。 
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（６）日本国内に所在し、間接補助事業及び補助金の適正な執行に関し、責

任を負うことができる団体であること。 

（７）法人等（個人、法人及び団体をいう。）の役員等（個人である場合はそ

の者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体で

ある場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をい

う。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77号）第２条６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。 

３ 間接補助事業者は、別表の取組について間接補助事業者の直接行う取組、

構成員の個別の取組をとりまとめ申請すること。 

 

第４ 補助対象となる経費及び要件 

１ 補助の対象となる経費については以下のとおりとする。 

（１）補助対象要件 

  （ア）本事業の内容、補助対象経費の範囲、補助率及び補助金の上限につ

いては、別表のとおりとする。 

  （イ）第３第２項（４）の認定内容に記載されている取組であること。 

（２）補助対象経費 

本事業を実施するために直接必要な別表第２欄に定める経費であって、

本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類によって

金額等が確認できるものとする。その経理に当たっては、他の事業費と

区別して経理を行うこととする。 

なお、次の経費は対象としない。 

（ア）国の他の補助事業による支援を現に受け、又は受ける予定となって

いる取組に係る経費 

（イ）間接補助事業者等が自力により現に実施し、又は既に完了している

取組に係る経費 

（ウ）事業の期間中に発生した事故又は災害のための経費 

２ 食流機構は、本事業に係る補助金について、国から交付決定を受けた額

の範囲内において必要な経費を間接補助事業者に対して補助する。なお、

補助金額については補助対象経費等の精査により減額することがある。 

 

第５ 事業の実施期間 

   本事業の実施期間は、令和６年３月 15 日までとする。 

 

第６ 事業の成果目標 

１ 間接補助事業者は、第７第３項の交付申請書において、本事業の成果目
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標を定めるものとする。 

 ２ 間接補助事業者は、サプライチェーン強化の取組を行うことにより、流

通における所要時間や経費等を 30％以上削減することを成果目標とする。 

 ３ 本事業の成果目標の目標年度は、事業を完了した年度の３年後とする。 

 

第７ 事業計画書の（変更）承認等 

１ 公募、審査及び採択 

食流機構は、公募により間接補助事業者から提出された事業計画書につ

いて、審査を行うものとする。 

食流機構は、実施要領第７第２項（２）の規定に基づき、審査結果及び間

接補助事業者から提出された事業計画書を農林水産省大臣官房総括審議官

（新事業・食品産業）（以下「総括審議官」という。）に報告するものとする。 

２ 事業計画書の作成及び内容の確認 

食流機構は、審査結果を踏まえ、事業計画書の作成者に対して採択通知

又は不採択通知等を発出するものとする。 

なお、事業計画書を変更又は中止若しくは廃止する場合には、これに準

じて行うものとする。 

３ 補助金交付の申請 

採択通知を受けた間接補助事業者が補助金の交付を受けようとするとき

は、交付申請書を別記様式第１号により作成し、食流機構に提出するものと

する。 

なお、交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226

号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、

これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において、当該補

助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない間接補助事業者については、

この限りでない。 

４ 交付決定 

    食流機構は、第３項に定める交付申請書の提出があったときには、審査

の上、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付決定を行い、

間接補助事業者に補助金の交付決定の通知を行うものとする。食流機構は

交付決定後、補助金の交付状況をとりまとめ、交付決定通知書の写しを添

えて総括審議官に報告する。 
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５  事業の着手 

    事業の実施については、第４項の交付決定後に着手するものとする。 

６ 申請の取り下げの手続き 

間接補助事業者が申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を

受けた日から起算して７日以内にその旨を記載した書面を食流機構に提出

しなければならない。 

７ 交付決定前の着手 

事業の着手は、原則として、食流機構からの交付決定通知を受けて行う

ものとするが、当該年度においてやむを得ない事情により、交付決定前に

着手する必要がある場合には、その理由を具体的に明記した生鮮食料品等

サプライチェーン緊急強化対策事業補助金交付決定前着手届（別記様式２

号）を、間接補助事業者が食流機構に提出するものとする。 

 ８ 事業遅延の届け出 

間接補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができない

と見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速

やかに補助事業が予定の期間内に完了しない理由又は補助事業の遂行が困

難となった理由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を食流機構に提出

し、その指示を受けなければならない。 

 ９ 計画の変更、中止または廃止の承認 

間接補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ

別記様式第３号による変更等承認申請書を食流機構に提出し、その承認を受

けなければならない。 

（１）補助対象経費の区分ごとの配分された額を変更しようとするとき。 

ただし、第 10 項に規定する軽微な変更を除く。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。 

ただし、第 10 項に規定する軽微な変更を除く 

（３）補助事業を中止又は廃止しようとするとき。 

食流機構は、上記の承認をする場合において、必要に応じ、交付決定

の内容を変更し、又は条件を付することができる。 

10 軽微な変更 

軽微な変更は、次に掲げる重要な変更以外のものとする 

（１）事業の追加、中止又は廃止 

（２）成果目標の変更を伴う事業内容の変更 

（３）総事業費の 30%を超える増又は国庫補助金の増 

（４）総事業費又は国庫補助金の 30%を超える減 
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第８ 実施結果報告 

１ 間接補助事業者は、事業完了の日（当該間接補助事業者に係る全ての構

成員の事業が完了した日。）から起算して１ヶ月を経過した日又は令和６

年３月 15 日のいずれか早い日までに、別記様式第４号により実施結果報

告書を作成し、食流機構に提出するものとする。 

２ 間接補助事業者は、補助事業の実施期間内において、国の会計年度が終

了したときは、翌年度の４月 10 日までに別記様式第５号により作成した

年度終了実績報告書を食流機構に提出しなければならない。 

３ 第７第３項のただし書の規定により補助金の交付の申請をした間接補

助事業者は、第１項に定める実施結果報告書を提出するに当たって、当該

補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助

金額から減額して報告しなければならない。 

４ 第７第３項のただし書の規定により補助金の交付の申請をした間接補

助事業者は、第１項に定める実施結果報告書を提出した後において、消費

税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が

確定した場合には、その金額を別記様式第６号の消費税仕入控除税額報告

書により速やかに食流機構に報告するとともに、食流機構の返還命令を受

けてこれを返還しなければならない。 

 また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又

はない場合であっても、その状況又は理由について、補助金の額の確定の

あった日の翌年６月 30 日までに、同様式により食流機構に報告しなけれ

ばならない。 

 

第９ 補助金の支払いの手続 

１ 食流機構は、第８第 1 項に規定する実施結果報告を受けた場合には、報

告書の書類を審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補

助事業の成果が、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めた

ときは、当該補助金の額を確定し、間接補助事業者に通知するものとする。 

２ 間接補助事業者は、構成員間で事業完了の日に相当な乖離があるなど、

特別な事情が認められる場合は、別記様式第７号の遂行状況報告書兼一部

確定払請求書を提出することにより、既に完了している事業に係る補助金

の交付を請求することができる。 

３ 食流機構は、前項の請求を受けた場合には、報告書の書類を審査及び必

要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が、交付決

定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の一部

の額を確定し、間接補助事業者に通知するものとする。 
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４ 食流機構は、間接補助事業者に交付すべき補助金の額が確定した後、速

やかに補助金を支払うものとする。 

５ 食流機構は、間接補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合に

おいて、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える

部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

６ 第５項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20 日以内とし、

期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期

間に応じて年利 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものと

する。 

 

第 10 額の再確定 

１ 間接補助事業者は、第９第１項の規定による額の確定通知を受けた後に

おいて、補助事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の補助金に代わ

る収入があったこと等により補助事業に要した経費を減額すべき事情があ

る場合は、食流機構に対し当該経費を減額して作成した実施結果報告書を

第８第１項に準じて提出するものとする。 

２ 食流機構は、第１項に基づき実施結果報告書の提出を受けた場合は、第

９第１項に準じて改めて額の確定を行うものとする。 

３ 第９第 4 項、第５項及び第６項の規定は、第２項の場合に準用する。 

 

第 11 交付決定の取消し等の手続 

１ 食流機構は、次に掲げる場合には、第７第４項の規定による交付決定の

全部又は一部を取消し、又は変更することができる。 

（１）間接補助事業者が、法令、要綱、実施要領又は本規程に基づく交付決

定者の処分若しくは指示に違反した場合 

（２）間接補助事業者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

（３）間接補助事業者が、補助事業に関して、不正、事務手続きの遅延、そ

の他不適切な行為をした場合 

（４）補助金の交付決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又

は一部を継続する必要がなくなった場合 

２ 食流機構は、第１項の規定による取消しをした場合において、既に当該

取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して

当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 食流機構は、第１項（１）から（３）までの規定による取消しをした場

合において、第２項の返還を命ずるときは、その命令に係る補助金の受領

の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95 パーセントの割合で計
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算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項の規定による補助金の返還及び第３項の加算金の納付については、

第９第６項の規定を準用する。 

 

第 12 財産の管理等 

１ 間接補助事業者は補助対象経費（補助事業を他の団体に実施させた場合

における対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）については、別記様式第８号の財産管理台帳

を作成のうえ、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって

管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければなら

ない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれる

ときは、その収入の全部又は一部を食流機構に納付させることがある。 

 

第 13 財産の処分の制限 

１ 本事業により取得し又は効用の増加した財産のうち不動産及びその従物

並びに１件当たりの取得価格 50 万円以上のものについて、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「大蔵省令」

という。）に定められている耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令

に期間の定めがない財産については期間を定めない。）においては、食流

機構の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

ただし、本事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資

金の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であっ

て、かつ、その内容（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金

額、償還年数、その他必要な事項）が補助金交付申請書に記載してある場

合は、次の条件により食流機構による補助金の交付の決定をもって承認を

受けたものとすること。 

（１）担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高

い金額に補助率を乗じた金額を納付すること 

（２）本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと 

２ 第１項による食流機構の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価値

相当額又は処分により得られた収入の全部又は一部を食流機構に納付させ

ることがある。 

 

第 14 残存物件の処理 
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間接補助事業者は、補助事業等が完了し又は中止若しくは廃止した場合

において、当該事業の実施のために取得した機械器具、仮設物、材料等の

物件が残存するときは、その品目、数量及び取得価格を食流機構に報告し

その指示を受けなければならない。 

 

第 15 食流機構による調査 

１ 事業実施状況の報告 

   食流機構は、必要に応じ、事業実施年度の途中であっても、間接補助事

業者に事業実施状況の報告を求めることができるものとする。 

２ 指導 

食流機構は、第１項に定める事業の実施状況報告書の内容を確認し、事業

の成果の目標に対する達成状況が立ち遅れていると判断される場合には、間

接補助事業者に対し改善の指導を行う等の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第 16 その他 

１ 間接補助事業者は構成員に対して本事業により取得した機器等について、

第 12 から第 15 の指導等をするとともに、別紙に示す内容に基づき交付規

程を作成し構成員に遵守させるものとする。 

２ 間接補助事業者は、善良な管理者の注意をもって本事業を遂行しなけれ

ばならない。 

 

 

 

附 則 

この規程は、総括審議官の承認があった日（令和５年１月 26 日）から施

行する。 

 

附 則 

この規程は、総括審議官の承認があった日（令和５年３月７日）から施

行する。 

 

附 則 

この規程は、総括審議官の承認があった日（令和５年４月 10 日）から施

行する。
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別表  

No. 
第１ 

事業内容 

第２ 

補助対象経費の範囲 

第３ 

補助率等 

（１） 

サプライチェーン強化実証事業 

ア 共同配送システムの実証 

イ モーダルシフトを実現する

ための輸送実証 

ウ ラストワンマイル輸送確保

のための配送実証 

エ その他サプライチェーンの

強化に繋がる実証 

オ 上記の実証の構想、実施及び

その検証 

 

事業に係る 

システム等開発費、各

種認証等の取得に要す

る経費、事業の実施及

び効果検証等に要する

経費、消耗品費 等 

定額（千円未満切捨て） 

 

※補助金の上限 

１間接補助事業者あたり 

30百万円 

 

（２） 

設備・機器等導入支援事業 

ア パレタイザー、クランプフォ

ークリフト、リーファーコン

テナ、冷凍・冷蔵設備、冷凍・

冷蔵車、移動販売車等の輸配

送の合理化・効率化に資する

設備・機器の導入 

イ 配送、パレット循環管理シス

テム等の導入 

ウ 上記の設備導入の効果検証 

 

事業に係る 

機器等購入費等、配

送・パレット管理等に

要する経費、事業の実

施及び効果検証等に要

する経費、消耗品費 

等 

１/２以内（千円未満切捨て） 

 

※補助金の上限 

１間接補助事業者あたり

100百万円 

また、①間接補助事業者が

直接行う取組は 100百万

円、②間接補助事業者の構

成員が個別に行う取組につ

いて１構成員あたり 10百

万円を上限とし、①②の取

組を組み合わせて行う事業

であっても合計で 100百万

円を上限とする。 
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別記様式第１号（第７第３項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

交付申請書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

令和４年度において、下記のとおり事業を実施したいので、生鮮食料品等サ

プライチェーン緊急強化対策事業実施規程第７第３項の規定に基づき、○○○

円の交付を申請する。 

 

記 

 

 １ 事業の目的 

 

 ２ 事業の内容及び計画 

 

 ３ 経費の配分及び負担区分 

 

区    分 

 

補助対象事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

備  考 補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計     
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（注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、

同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそ

れぞれ記入すること。 

   「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

   □ 免税事業者 

    □ 簡易課税制度の適用を受ける者 

    □ 地方公共団体の一般会計 

   □ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法

人等）又は人格のない社団・財団であって、当該事業年度における補助金等の

特定収入割合が５％超となることが確実に見込まれるもの 

 

４ 事業の成果目標 

 

５ 事業の完了予定年月日      令和  年  月  日 

 

６ 添付資料 

 

※ 事業計画書別紙を提出した際から変更がある場合は、当該資料を添付すること。 

※ 添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧可能な場合は、当該ウェブサイトの

URL    

 を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別記様式第２号（第７第７項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

補助金交付決定前着手届 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

令和○年○月○日付け〇食流機構第○○号をもって採択のあった事業につい

て、生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業実施規程第７第７項の規

定により、下記の条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出ます。 

 

 

記 

 

１ 交付決定の通知を受けるまでに実施する事業に関して、理由を問わず交

付決定を受けられなかった場合は、間接補助事業者が負担すること及び不

可抗力を含むあらゆる事由によって生じた損失は間接補助事業者が負担し

ます。 

２ 交付決定を受けた交付金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議はありません。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内において

は、計画変更は行いません。 

 

別添 

取組内容 事業費 
着手予定 

年月日 

完了予定 

年月日 
理由 

 

 

円 
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別記様式第３号（第７第９項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

変更等承認申請書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

 令和○年○月○日付け〇食流機構第○○号で補助金の交付決定通知のあった

事業について、下記のとおり変更（注１）したいので、生鮮食料品等サプライチ

ェーン緊急強化対策事業実施規程第７第９項の規定に基づき申請する。 

 

記（注２） 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 事業を中止し、又は廃止しようとする場合にあっては、「変更承認申請書」を

「中止（廃止）申請書」と「変更」を「中止（廃止）」と置き換えること。 

２ 記の記載様式は、別記様式第１号に準ずるものとする。 

     この場合において、同様式中「事業の目的」を「変更の理由」と置き換え、補

助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内

容及び経費の配分とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書とし、変更

前を括弧書で上段に記載すること。 

   ３ 添付資料については、補助金交付申請書に添付したものから変更があったもの

に限り添付すること。また、添付資料が申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可

能な場合は、当該ウェブサイトの URLをきさいすることにより当該資料の添付を

省略することができる。 
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別記様式第４号（第８第１項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

実施結果報告書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

令和○年○月○日付け〇食流機構第○○号をもって補助金の交付決定通知

のあった事業について、交付決定通知の内容に従い実施したので、生鮮食料品

等サプライチェーン緊急強化対策事業実施規程第８第１項の規定により、その

実績を報告する。 

（また、併せて精算額として生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業

補助金○○○円の交付を請求する。） 

 

記 

 

 １ 事業の目的 

 

 ２ 事業の内容及び実績 

 

 ３ 経費の配分及び負担区分 

 

区    分 

 

補助対象事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

備  考 補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

 

〇〇〇〇 

円 

 

円 

 

円 

 

 

 

合   計     
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（注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」

を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含

税額」をそれぞれ記入すること。 

 

４ 事業の完了年月日      令和〇年〇月〇日 

 

  ５ 収支精算 

（１）収入の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

１ 国庫補助金 

      

２ その他 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計      

 

（２）支出の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合  計      

 

６ 添付資料 

 

７ その他（補助金振込先金融機関） 

    金融機関名： 

    支 店 名： 

    預金種別：普通預金・当座預金 

    口座番号： 

    口座名義： 

    フリガナ： 
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（注）１ この実績報告書は、当該報告に係る補助金交付申請書ごとに作成すること。 

２ 括弧内は、実績報告と同時に補助金の交付を請求する場合に記載すること。 

３ 添付資料については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写しを添

付し、経費以外のものは、補助金交付申請書又は変更等承認申請書に添付したも

ののうち、変更があったものに限り添付すること。（経費以外のものについては、

申請時以降変更のない場合は省略できる。） 

４ 添付資料が報告者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場債は、当該ウェブサ

イトの URLを記載することにより当該書類の添付を省略することができる。
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別記様式第５号（第８第２項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

年度終了実績報告書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

令和○年○月○日付け〇食流機構第○○号をもって交付決定通知のあった生

鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業について、生鮮食料品等サプラ

イチェーン緊急強化対策事業実施規程第８第２項の規定に基づき、下記のとお

り報告する。 

 

記 

 

補助事業の実施状況 

区    分 

交付決定の内容 年度内実績 翌年度実施 

完 了 予 定

年月日 

補助事業

に要する

経費 (A) 

国庫補助金 

(A) のうち

年度内支

出済額 

概算払受入

済額 

(A) のうち

未支出額 

翌年度繰越

額 

翌年度繰越分 

○○○○ 

○○○○ 

 

年度内完了分 

○○○○ 

円 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計        
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（注）１ 本様式は、年度内に補助事業が完了しなかった場合に提出するものとする（翌

年度繰越を行った場合のほか、国庫債務負担行為にかかる場合や、補助金額全

額を概算払で受入済だが予期せぬ事故により結果として年度内に完了しなかっ

た場合を含む。） 

２ 交付決定の内容欄は、年度内に軽微な変更を行っている場合は、軽微な変更後

の金額によるものとし、軽微な変更前の金額を上段括弧で記載すること。 

３ 繰越に際し、交付決定に係る補助事業を年度内完了に係るものと繰越に係るも

のに分割した場合は区分して記載すること。 

４ 添付資料が報告者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサ

イトの URL を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別記様式第６号（第８第４項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

の消費税仕入控除税額報告書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

 令和〇年〇月〇日付け〇食流機構第〇〇号をもって交付決定通知のあった生

鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業補助金について、生鮮食料品等

サプライチェーン緊急強化対策事業施規程第８第４項の規定に基づき、下記の

とおり報告する。 

 

記 

 

１ 適正化法第 15 条の補助金の額の確定額 

（令和〇年〇月〇日付け〇食流機構第〇〇号による額の確定通知額） 

金             円 

 

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 

金             円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 

金             円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

金             円 
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（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を

添付すること。 

・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる

資料も併せて提出すること） 

・間接補助事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合、同項に規

定する特定収入の割合を確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その

状況を記載 

 ［                                ］ 

 

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期

も記載すること。 

 

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

 ［                                ］ 

 

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添

付すること。 

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の

場合は所得税）確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等そ

の他の売上高を確認できる資料 

・新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、

事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類など

免税事業者であることを確認できる資料 

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税

確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの） 

・間接補助事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に

規定する特定収入の割合を確認できる資料 

・添付資料が報告者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイ

トの URLをきさいすることにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別記様式第７号（第９第２項関係） 

 

令和４年度 生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

遂行状況報告書兼一部確定払請求書 

 

年  月  日 

 

公益財団法人食品等流通合理化促進機構 会長 殿 

 

                                       所 在 地 

                                      団 体 名 

                                        代表者氏名 

 

令和○年○月○日付け〇食流機構第○○号をもって補助金の交付決定通知の

あった事業について、生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業実施規

程第９第２項の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告し、金○○○円

を一部確定払によって交付されたく請求する。 

 

 

記 

 

１ 既に完了した事業の内容 

 

 

 

 

 

 

２ 一部確定払が必要な理由 

 

 

 

 

 

 

 



24 

 

３ 遂行状況報告 

区 分 総事業費 
国庫補助金 

(A) 

遂行状況報告 
今回請求額 

(B) 

残額 

(A)－(B) 
事業完

了予定

年月日 

備 

考 

○月○日までに完了

したもの 
金額 

出来高

比率 
金額 

○月○

日まで

の予定

出来高 
事業費 

出来高

比率 

 円 

 

円 

 

円 

 

% 

 

 

円 

 

% 

 

 

円 

 

% 

 

〇年〇

月〇日 

 

 

 

（注）１ 「区分」の欄には、別記様式第１号の記の「３ 経費の配分及び負担区分」に

記載された事項について記載すること。 

２ 備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」

を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税

額」をそれぞれ記入すること。 

 

４ 添付資料 

 

 

５ その他（補助金振込先金融機関） 

   金融機関名： 

   支 店 名： 

   預金種別：普通預金・当座預金 

   口座番号： 

   口座名義： 

   フリガナ： 

 

（注１）添付資料については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の

写し又 は補助金調書の写しを添付し、経費以外のものは、補助金交付申

請書又は変更等承認申請書に添付したもののうち、変更があったものに

限り添付すること。（経費以外のものについては、申請時以降変更のな

い場合は省略できる。） 

（注２）添付資料が請求者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該

ウェブサイトの URLを記載することにより当該資料の添付を省略すること

ができる。 
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別紙（第 16の１関係） 

 

○○団体生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業 

機器等交付規程 

 

生鮮食料品等サプライチェーン緊急強化対策事業を実施する構成員（以下「構

成員」という）は、本事業により交付された機器等については以下の規定を遵守

すること。 

 

１ 構成員は交付金の交付を受けて導入した機器等について、常に良好な状態

で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も効率的な使

用に努める。 

（１）購入方式の場合 

 構成員は、導入した機器等の管理状況を明確にするため財産管理台帳を整

備してこれを保管するものとし、その写しを速やかに○○団体に提出するも

のとする。○○団体は、構成員から提出のあった財産管理台帳の写しに基づ

き、財産処分制限期間中の機器等の利用状況を確認するとともに、本事業の

適正かつ確実な実施の確保に努めるものとする。 

 

２ リース方式の場合 

（１）貸付対象機器等の貸付期間 

貸付対象機器等の貸付期間は、法定耐用年数以内とする。 

 （２）途中解約の禁止 

構成員は、貸付期間中のリース契約の解約はできないものとする。 

ただし、やむを得ず貸付期間中にリース契約を解約する場合は、○○団

体に申し出の上、○○団体の指示に従うものとする。 

 

３ 構成員は、本事業により交付された機器等についての整備費、維持管理費、

税を含む諸費用について自己負担することとする。 

 

 

令和〇年〇月〇日 

○○団体 

 


